
【基本目標】３．地域育ち

　【基本施策】（１）地域における子育て支援サービスの充実

具体的事業名 事業内容 所管 方向性または目標 事業対象 R２ 評価 R２事業実施上の課題 R３ 目標 R３ 事業の進捗状況

トキの島　ファミリーサ
ポートセンター事業

子育てをお手伝いしてほ
しい方（依頼会員）と子
育てをお手伝いしたい方
（提供会員）が会員登録
し、お互いに助け合う地
域の子育てサポート組織
です。提供会員の人材育
成を行うと共に制度の周
知を図る。

子ども若者課
（子育て支援
係）

会員のニーズを把握しな
がら、サービス内容の改
善、増加など事業拡大に
取り組む。
会員がサービスを利用し
やすい環境を作るため、
研修会や会員交流の開
催、利用料の助成を引き
続き行う。

子育てをお手伝いしてほ
しい方（依頼会員）
子育てをお手伝いしたい
方（提供会員）

○

研修会１回実施。
送迎、預かりを主とし
たサービスの利用があ
り、子育て世代の負担
軽減に繋がった。

会員登録数は増加傾向
にあるが、コロナ禍の
影響もあり活動数が減
少した。
また、地区別に会員数
の偏りがあるため、会
員数の少ない地区の会
員募集について検討が
必要。

研修会１回
交流会１回

〇会員登録数　126人
　　依頼会員　  68人
　　提供会員　  45人
　　両方会員　  13人
〇活動件数　延べ36件
（Ｒ３．８月末現在）

放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）

共働きやひとり親家庭な
どの子どもが楽しく有意
義に過ごせる放課後の生
活の場所です。児童指導
員が、健康・安全・情緒
面に配慮しながら遊びを
主とする自主的な活動を
指導します。

子ども若者課
（子育て支援
係）

地域のニーズや利用者の
増減など利用実態に即し
た施設の整備・整理を計
画的に実施する。

昼間帰宅しても保護者の
いない留守家庭の小学生

◎

佐和田児童クラブ改修
移転（6月）、小木児
童クラブ改修移転
（11月）。
環境改善を図り、児童
福祉の向上に繋がっ
た。

各地域のニーズを把握
しながら、学童未整備
地区の整備を進める必
要がある。

各地域のニーズ
を把握し、学童
未整備地区の整
備を検討。

児童クラブ　13か所
（公立12、私立1）

子育てエンジョイカード
事業

18歳までの子どもを育
てている家庭へ、協賛店
で提示すると、割引や特
典などにサービスを受け
ることできる「子育てエ
ンジョイカード」送付し
ている。家庭の経済的負
担の軽減を図り、地域全
体で子育てに取組む機運
の醸成を図ります。

子ども若者課
（子育て支援
係）

幅広い協賛店を確保する
ことにより、利用促進を
図る。

18歳までの子どもを養
育する世帯

△

大型店や新規協賛店の
確保はできなかった。

大型店は独自のサービ
スを確立しており、協
賛店獲得が困難。ま
た、行政改革推進委員
会で廃止の評価を受け
たため、事業の継続に
ついて検討が必要。

事業の継続・廃
止の検討を行
う。

引き続き、事業の継続・廃止
を検討する。

　【基本施策】（２）保育サービスの充実

具体的事業名 事業内容 所管 方向性または目標 事業対象 R2 評価 R2 事業実施上の課題 R３ 目標 R３ 事業の進捗状況

通常保育事業（保育整備
事業）

良質な保育環境の整備に
向け、保育園統合計画及
び民営化計画に基づき、
計画的な整備を進めま
す。

子ども若者課
（園児支援
係）

　相川保育園、あいかわ
幼稚園統合について、検
討している。

保育園、幼稚園

◎

基本設計実施 スケジュール管理 令和4年4月1日
の開園を目指
す。

相川保育園、あいかわ幼稚園
を統合した幼保連携型認定こ
ども園を新設している。

休日保育事業 日曜、祝日等に保護者の
就労等により保育に欠け
る児童の保育を行う

子ども若者課
（園児支援
係）

令和元年度より実施して
いない。

市内の公立・私立保育園
に在籍し、日曜・祝日に
保育を必要とする児童

△

必要性について検討す
る。

必要性や実施する場
合、職員配置が対応可
能かを検討していく。

ー

実施していない。

病後児保育 病状が安定し回復に向
かっている子どもを専用
施設で一時保育します。
病院と連携し、保育士や
看護師などが、保育を担
当します。

子ども若者課
（園児支援
係）

　児童の保育及び看護を
行い、保護者の子育て及
び就労の両立を支援し、
児童の健全な育成を図
る。

生後6ヶ月経過後から小
学6年生までの児童で病
気の回復期であり、集団
生活が困難で、利用につ
いて医師の同意を得てい
る。

◎

利用定員は1日6人と
定めているが、1日の
最高利用人数は3人で
あったため充足してい
る。

利用者が少数だが、必
要とする保護者はいる
ので維持していく。

利用者が少数だ
が、必要とする
保護者はいるの
で維持してい
く。

登録者数　36名
利用者数　7名
（Ｒ３．８月末現在）

病児保育 病状が回復に至らない子
どもを専用施設で一時保
育します。病院と連携
し、保育士や看護師など
が、保育を担当します。

子ども若者課
（園児支援
係）

実施していない。 ー

△

必要性について検討す
る。

必要性や受入体制につ
いて、検討していく。

ー

実施していない。
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具体的事業名 事業内容 所管 方向性または目標 事業対象 R２ 評価 R２事業実施上の課題 R３ 目標 R３ 事業の進捗状況

保育料２人目以降無料化
事業

子育て家庭の就労と子育
ての両立を支援するた
め、多子世帯の経済的負
担の軽減を図ります。在
園児２人目以降の無料化
を実施するとともに、対
象児童の拡充を検討して
いきます。

子ども若者課
（園児支援
係）

　兄姉が小学1～3年生
の年齢にいる場合、在園
児の保育料無料、同時在
園でも2人目以降は無料
について、該当世帯に対
し減免を行っている。

保育園児

◎

保護者の負担軽減を図
ることができた。
国の動向を見ながら継
続していく。

令和元年10月から幼
児教育・保育無償化制
度が始まり、対象外で
ある0～2歳児の市民
税課税世帯について、
検討が必要である。

子育て世帯の経
済的負担軽減を
図るため、減免
を継続してい
く。

　兄姉が小学1～3年生の年齢
にいる場合、在園児の保育料
無料、同時在園でも2人目以降
は無料について、該当世帯に
対し減免を行っている。

副食費無償化事業 給食について、公立、私
立問わず一定の質を確保
するため、幼児教育・保
育の無償化に伴い保護者
の実費負担が基本のなっ
た副食費について佐渡市
が負担する。

子ども若者課
（園児支援
係）

　給食提供における副食
にかかる食材料費は市が
負担する。

保育園児

◎

保護者の負担軽減を図
ることができた。
国の動向を見ながら継
続していく。

副食にかかる食材につ
いては、一定の質の確
保をし、提供してい
る。

給食の一定の質
を確保するた
め、市の負担を
継続していく。

　給食提供における副食にか
かる食材料費は市が負担して
いる。

　【基本施策】（３）地域との連携ネットワーク

具体的事業名 事業内容 所管 方向性または目標 事業対象 R2 評価 R2 事業実施上の課題 R３ 目標 R３ 事業の進捗状況

しまびと元気応援団 「子どもは宝」をキー
ワードとして子育て、親
育て、地域づくりについ
て関係機関、団体との連
携を図ります。

市民生活課
（健康推進
室）

市民協働の健康づくり、
地域づくり。
佐渡市の「健康」の現状
を知り、親子の交流会の
実施、親子の料理教室、
むし歯予防の紙芝居等、
自分たちでできることを
実施。

子育て中の親とその子ど
も
子育てを支援する人

○

コロナの影響で活動は
制限されたが、できる
範囲で活動を継続し
た。かわら版で活動を
周知することができ
た。

新規加入者を増やすた
め、活動の周知と地域
に広げていくための工
夫が必要。

しまびと元気応
援団の活動を
PRする。関係
機関、団体との
連携を図る。

・R３年度、しまびと元気応援
団グループ数：２４
うち、子育て関係のグループ
数：６
・年2回かわら版を回覧にて周
知。
・市のHPにかわら版を掲載。
今後親子クッキングのレシピ
を掲載予定。

青少年健全育成活動事業 地域・家庭・学校が連
携・協力し、青少年の健
全育成に努めます。（佐
渡市子ども会活動の充
実）

社会教育課 「毎月第3日曜日は家庭
の日」を推進し、子ども
たちが家庭を考え、家族
とふれあう機会を創出す
る。

各地区青少年健全育成協
議会
各地区子ども会連絡協議
会

○

「家庭の日」標語コン
クールを実施し、924
作品の応募があった。
しかし、応募数は市内
の小中学生数の3割に
も満たなかったため、
周知方法や実施形態を
再検討する必要があ
る。

家庭の日標語コンクー
ルで応募のあった作品
を活用できていないた
め、家庭の日の啓発活
動に活用する。

「家庭の日」標
語コンクールを
開催し、佐渡市
内の子どもたち
が家族や家庭を
考える機会を創
出する。

　家庭の日の周知については
各地区公民館活動にてのぼり
の設置や市報さど11月号への
掲載により周知を図る。

学校・家庭・地域の連携
促進事業

地域の人々が協働で教育
支援に取り組む仕組みづ
くりを推進し、地域力の
強化と地域コミュニティ
の活性化を図ります。

社会教育課 幅広い地域住民や団体等
の参画により、地域の教
育力の向上を図り、子ど
も達の社会性の向上や社
会を生き抜く力を育む。
また、地域人材を活用
し、全ての保護者が安心
して家庭教育を行える環
境を整える。

小・中学校

○

研修会を２回実施した
が、活動に繋げられて
いない。
放課後子ども教室の実
施校は４校でＲ１年度
から増えなかったが、
充実した活動はでき
た。実施校が増加する
よう、事業や活動内容
を周知する必要があ
る。
家庭教育支援チームで
相談窓口を開設した
が、年間の相談件数
11件と少ない。

参画いただく地域住民
が特定されており、幅
広い地域住民の参画を
得られていないため、
活動に参加するよう呼
びかける。
学校教育課が行ってい
る学校運営協議会と地
域学校協働本部が連携
した活動が少ない。
家庭教育支援チームの
認知度が低いため、認
知度を高める必要があ
る。

活動推進や地域
コーディネー
ターの資質向上
のため研修会の
実施。
放課後子ども教
室を５校で実
施。
家庭教育支援活
動に、年間30
組以上の親子が
参加する。

地域と学校が連携・協働し、
地域人材を活用しながら、子
供たちのためにできる活動を
計画し、実施している。
また、放課後子ども教室は５
校増え９校で実施。学校教育
課と連携した、研修会を開催
し理解と協力をお願いしてい
る。
家庭教育支援活動では、気軽
に相談ができる環境づくり、
親子体験活動等を実施しして
いる。

保育園地域活動事業 子どもと高齢者のふれあ
いの場を増やし、地域の
活動を通して、乳児から
高齢者までの異年齢の者
が交流できる場をつくり
ます。

子ども若者課
（園児支援
係）

子どもと高齢者のふれあ
いの場を増やし、地域の
活動を通して、乳児から
高齢者までの異年齢の者
が交流できる場をつくり
ます。

保育園児

△

異年齢の者とふれあう
場を作ることが重要な
ので、継続して取り組
む。

新型コロナウイルス感
染防止対策により実施
できなかったが、子ど
もと高齢者のふれあい
の場や地域活動での交
流の機会をつくる。

地域活動を通し
て、異年齢の者
と交流の場をつ
くる。

新型コロナウイルス感染防止
対策のため、実施していな
い。
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具体的事業名 事業内容 所管 方向性または目標 事業対象 R２ 評価 R２事業実施上の課題 R３ 目標 R３ 事業の進捗状況

たからじまカレンダー作
成事業

地域全体で子どもを育て
るという意識をもち、祭
りや、伝統芸能、ふれあ
いの場で見られる笑顔あ
ふれる写真を募集し、カ
レンダーを作成します。

子ども若者課
（子育て支援
係）

佐渡市のイベント（祭
り、健診、ごみの日）１
つのカレンダーでわかる
ようにする。

18歳までの子どもを養
育する世帯

継

引き続き検討を行う。 掲載イベントについ
て、関係各所との調整
が必要である。

引き続き作成を
検討する。

引き続き作成を検討する。

　【基本施策】（４）安心して外出できる環境の整備

具体的事業名 事業内容 所管 方向性または目標 事業対象 R2 評価 R2 事業実施上の課題 R３ 目標 R３ 事業の進捗状況

地域ぐるみの学校安全整
備推進事業

通学路等における防犯体
制、設備等を整備しま
す。

学校教育課 「子ども110番の家」の
活用など、通学路等にお
ける防犯体制、設備等を
整備します。

小・中学校　児童生徒

○

子ども安全応援隊員１
２人を確保して地域の
見守り活動を実施。

１校につき１人なの
で、広い校区全体を見
守る負担は大きい。
退任者の後任や新規で
の担い手がいない。

隊員数１５人を
確保。

・R３年度８月末現在の隊員数
は、１２人。
・１人当たり、８時間/月の範
囲内で活動。
（１月８時間で、一人当たり
年間９６時間）

子どもがつなぐ地域の居
場所づくり事業
（旧子どもの居場所創設
事業）

公共施設の空きスペース
や、商店街の空き店舗・
店舗内の空きスペース等
を有効活用して、気軽に
集まれる場づくりを進め
ます。

子ども若者課
（子育て支援
係）

子どもから高齢者まで、
楽しみ学べる交流の場と
して、事業実施団体へ補
助します。

子育て中の親とその子ど
も、子育てを支援する人

△

支援者、利用者のニー
ズに合う事業として、
見直さなければなら
なっかたが、できな
かった。

支援制度としての重要
度は高いものの、実施
団体にとって、経費負
担が発生する本事業
は、ハードルが高い。
要綱について見直しの
検討を行う必要があ
る。

子どもがつなぐ
地域の居場所を
創設。

補助事業者の募集を行った
が、申請がなかった。

　【基本施策】（５）仕事と子育ての調和

具体的事業名 事業内容 所管 方向性または目標 事業対象 R2 評価 R2 事業実施上の課題 R３ 目標 R３ 事業の進捗状況

ワーク・ライフ・バラン
スの普及（仕事と成果圧
の調和）

男女が共に仕事と子育て
をしながら安心して生活
できるようワーク・ワイ
フ・バランスの普及推進

地域振興課 子育てをしながら職業生
活が安心して継続でき、
自己実現が図られる職場
環境づくりの普及を図る
ため、就労環境や働き方
に関する周知・啓発活動
を実施する。

市内事業所の人事担当者
等

△ ― ―

各種講習会、セ
ミナー等への参
加を促す。

コロナ感染症の状況を考慮
し、国・県が実施するオンラ
イン等での講習会、セミナー
への参加を促す。

子育て両立応援企業認証
事業

子育て世代が仕事と育児
及び家庭生活が両立でき
るよう職場作りに積極的
に取組む企業を認証しま
す。

子ども若者課 企業名のＰＲや子育て世
代のモチベーションアッ
プ等の効果。
企業のイメージアップに
よる人材確保の効果。

△

制度の構築はできな
かった。

引き続き、必要性や効
果について、関係機関
と検討を行う。

関係機関と検討
を行う。

引き続き、関係機関と検討を
行う。
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